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ホ イト ペ を活用したサ ビ

「ホワイトスペース特区」の創設

 地域によってホワイトスペースとして利用可能な電波条件（周波数、既存事業者

ホワイトスペースを活用したサービス

との混信可能性など）は異なる。

地域ごとに関係者等との調整を踏まえて、検証を行うことが必要ではないか。

地域の自然や産業などの特性を活かしたビジネス展開（地域の『ブランド化』）が 地域の自然や産業などの特性を活かしたビジネス展開（地域の『ブランド化』）が

可能。

地域活性化などの起爆剤として期待できるのではないか地域活性化などの起爆剤として期待できるのではないか。

「ホワイトスペース特区」の創設

 それぞれの地域におけるホワイトスペースを活用したサービスやシステムの実現を

目指した研究開発や実証実験を実施。

 実現に向けた制度化への反映やビジネス展開の促進を図る。



「ホワイトスペース特区」の趣旨を踏まえ、基本理念として、以下が考えられるのではないか。

「ホワイトスペース特区」の創設

ホワイトス ス特区」の趣旨を踏まえ、基本理念として、以下が考えられるのではないか。

＜基本理念＞

① 事業者や自治体など提案者の自発性や創意工夫を最大限尊重する。

② 地域活性化や新産業創出など国民の利便性向上につながるようなサービスの実現を目指す。② 創 民 実

③ 原則、2012年までの制度化を目指す。（ただし、研究開発などは除く。）

④ 成果については 定期的に評価を行う。④ 成果については、定期的に評価を行う。

⑤ 研究開発等の実施にあたっては、国による財政支援も検討する。

しかし、自律的運営を促す観点から、継続的な必要経費については、自助努力での対応とする。しかし、自律的運営を促す観点から、継続的な必要経費については、自助努力での対応とする。

⑥ 多様なサービスの実現や既存事業者への配慮から、エリアなど一定の基準を設け、その中で

可能な限り幅広く選定する。可能な限り幅広く選定する。

⑦ 広く全国での設置を目指す。

→ 例えば、各都道府県で少なくとも１カ所設置することを目標としてはどうか。、 標



「ホワイトスペース特区」の選定

 選定にあたっては、提案機会の均等性を担保する必要。

公募による提案募集の実施

 手続の公平性及び透明性を担保する必要。

評価会（仮称） 定 選定基準に基づく選定評価会（仮称）の下で、一定の選定基準に基づく選定

 公開ヒアリングに参加した17の提案者について

上記基準に該当する者は、「ホワイトスペース特区」の先行モデルとして位

置づけ 研究開発や実証実験を行う置づけ、研究開発や実証実験を行う。



「ホワイトスペース特区」の選定基準

以下の３つの観点から選定するのが適当ではないか。

① 提案モデルの確立可能性（ビジネスとしての継続可能性）

② 提案モデルの効果（地域活性化や新産業創出など経済的・社会的効果）② 提案モデルの効果（地域活性化や新産業創出など経済的 社会的効果）

③ 実現のために検討すべき課題（技術的・制度的課題）

プ

＜「ホワイトスペース特区」において期待される活動内容（例）＞

○ アプリケーションの開発やシステム実証などに関する実証実験の実施

○ 混信防止の観点から関係者間の事前の連絡体制などを定めた運用ガイドラインの整備

○ 地域における情報配信スキームの確立

○ コンテンツを安定的に制作する体制の確立

など



選定基準① 提案モデルの確立可能性

 ビジネスとして継続できるほどニーズはあるか。

 ビジネスとして継続可能なサ ビス提供体制を有しているか ビジネスとして継続可能なサービス提供体制を有しているか。

（ネットワークの構築、コンテンツの制作・供給、収支構造など）

 サ ビスの実現に向けた 具体的で実現可能性のある計画（当面２年間程度）が サービスの実現に向けた、具体的で実現可能性のある計画（当面２年間程度）が

あるか。

 サ ビスを提供する場所やエリアの設定は調整可能か サービスを提供する場所やエリアの設定は調整可能か。

例えば、利用可能なホワイトスペースが存在しないなど電波条件が提案内容と合

致しない場合など、調整の必要性が生じる。致しない場合など、調整の必要性が生じる。

など

※ 研究開発などについては、

・ 実用化の可能性があるか。

・ 技術基準への反映が期待できるか。

際標準 資す など・ 国際標準化に資するか。 など



 どのような経済的・社会的効果が期待できるか

選定基準② 提案モデルの効果

 どのような経済的・社会的効果が期待できるか。

 その効果の実現可能性はあるか。

 単純なサ ビスやシステムの検証にとどまらず 新規性はあるか 単純なサービスやシステムの検証にとどまらず、新規性はあるか。

（エリアワンセグのみの検証だけではなく、デジタルサイネージと連携した

サービスの検証やサービスの高度化を図るものなど） などサ ビスの検証やサ ビスの高度化を図るものなど） など

※ 研究開発などについては、その成果によって、波及的な経済的・社会的効

果が期待できるか、 など

選定基準③ 実現のために検討すべき課題

 提案されている課題は今後の制度化への反映に資するものか。

選定基準③ 実現のために検討すべき課題

 解決されることにより、我が国全体の経済活性化等に貢献することが期待で

きるか。

 既存システム等との混信を防止する体制が構築されているか。

など



ホワイトスペースの活用により期待される経済的効果・社会的効果ホワイトスペースの活用により期待される経済的効果・社会的効果

新サ ビス
小売・サービス売上げの

増加
地下街

駅

 到着地の案内情報の配信

 旅行者に対するリアル情報の配
信

 ニュース、天気予報、広
告コンテンツの配信

観光産業の

振興

新サービスの

登場

モバイル広告市場

商店街
全国約12万店舗

（東京 個分）

地下街
延床面積110万㎡

（東京ドーム24個分）空港
全国98カ所

全国約1万カ所

観光スポット

（ ）

観光スポット
約2.9億人/年

（延べ宿泊者数） 遊園地
全国約200カ所

鉄道

 地域の特産品をe-commerceで
購入
 販促活動に寄与

信 振興

ホワイトスペ スホワイトスペ ス

モバイルコマース市場
8,689億円（対前年比119%増加）

モ イル広告市場
913億円（対前年比39%増加）

モバイルコンテンツ市場
4 835億円（対前年比113%増加）

SA, PA,

利用客 日

鉄道
利用客6,300万人/日  会場の混雑状況、イ

ベント情報の配信

博物館
ホワイトスペースホワイトスペース

関連市場関連市場
※市場データは2008年のもの

4,835億円（対前年比113%増加）

大型ディスプレイ市場
電子デバイス市場
（i Pad 任天堂DSなど）

スポーツ
施設

全国約 所

道の駅
全国約1,800カ所

地域の

全国約1,200カ所

※市場デ タは2008年のもの 大型ディスプレイ市場
デジタルサイネージ市場のうち

システム関連は560億円

（i-Pad, 任天堂DSなど）

イベント

全国約 所

施設
全国約24万カ所

地域紙メデ ア

携帯端末市場
（エリアワンセグ対応など）

携帯電話販売金額1.58兆円
家庭

約4,900万世帯

 会場限定コンテンツの
配信

地域の

ブランド化

イ ント
4.4億人/年

（観戦観劇などの
延べ人数）

大学
全国約1 200カ所

（公民館数）

地域
コミュニティ
全国約1.7万カ所

（公民館数）

紙メディア

学校
全国約3.9万カ所

（小中高）

携帯電話販売金額1.58兆円

災害現場

 チラシや新聞情報を
データ配信

環境負荷の

安心 安全

地域の

絆の再生

全国約1,200カ所
 地域のタウン情報や行政情報の提
供
 緊急情報の配信

 近隣住人とのネット
ワーク構築

環境
軽減 教育機会の

公平

安心・安全の

確保


